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  研究開発に関する経済分析の泰斗である Griliches は、恒久棚卸法の考えを援用して、研究開発活動




Kt    ：  t 期における知識ストック量 
Rt-i    ：  過去の研究開発投資 










Kt  ：  t 期における知識ストック量 
δ  ：  知識の減衰係数 









された平均ラグ期間は、無機化学で 2.9 年、医薬品で 4.6 年、通信機器で 2.0 年、自動車で 2.8 年など
であった。 
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1999 年） 。調査の対象は企業の個別研究開発プロジェクトであり、630 の有効回答を得ている。この調
査で調べられている研究開発ラグ関連の項目は、 “研究開発に要した期間”と、 “研究開発終了後、市場
に導入されるまでの期間”である。これらの質問項目はいずれも 6 カテゴリーの区間で回答を求めてお









体のおよそ 60%のプロジェクトで特許が出願されており、 １プロジェクトあたりの平均出願件数は 20.7
件であった。研究が開始された段階別に見ると、基礎研究段階から始められた研究開発ほど出願されて
いる割合が高い結果となっている。 
  経済産業省は、2004 年に「研究開発促進税制の経済波及効果に係る調査」として、研究開発支出や
売上の大きな企業 1313 社を対象にサーベイを実施した（横山・吉本, 2005 年） 。調査対象は各企業の主
要業種部門における研究開発の事例で、 有効回答は 222 社の 340 事例である。 質問項目や回答方法など
は前述の科学技術政策研究所の調査をほぼ踏襲しており、 “研究開発に要した期間”と“研究開発終了
後から市場に投入されるまでの期間”を 8 ないし 5 カテゴリーの区間で尋ねている。これらの回答を元
に、前述の調査と同様カテゴリーの中間値を代表値とみなす計算方法によって求められた平均は、研究
開発期間が 4.1 年、研究開発終了後市場導入までが 1.6 年である。そして、研究開発終了後市場に導入
されるまでの期間に研究開発期間の 1/2 を加えた“研究開発タイムラグ”は、このレポートでは 3.7 年
が全体の平均値となっている（中央値は 3.0 年） 。産業別に計算された総平均ラグ期間は、食品工業で
3.1 年、化学工業（医薬品含む）で 4.2 年、電気機械工業で 3.3 年、輸送用機械工業で 3.4 年などであっ
た。 
  科学技術政策研究所は、上述と同様の調査を 2009 年にも実施している（科学技術政策研究所, 2010
年） 。調査の方法や設問は、1999 年の調査とほぼ同じであるが、回答の選択肢としてより細かい 7 カテ
ゴリーを採用している。上述と同様の計算方法に従って得られた研究開発期間の平均値は 42.7 ヶ月、
研究開発終了時から市場導入までに要した期間は 20.0 ヶ月であり、 “研究開発投資のタイム・ラグ”は




 第 2節で述べたように、 研究開発活動の平均タイムラグは、 時代により産業により違いはあるものの、














takes all の競争環境では、 研究開発により重要な知見が得られた場合にはなるべく早期に特許を出願す
る必要があるから、特許が出願される時点は必ずしも研究開発が終了した後になるとは限らない。すな
わち、 “研究開発に要した時間”からアウトプット・ラグを推定しようとするよりも、 “研究開始から特






















  すなわち、本分析では LRPit (i 分野･t 期における R&D のアウトプット・ラグ)  が R&D プロジェク
トの規模(RDsizeit)、R&D プロジェクトの性格(RDcharit)、発明のプロセス(INVit)、特許の技術的な画
期性(TVALit)、企業の規模(FIRMit)  の関数であると仮定する。 
 



































すなわち、本分析では USEit (i 分野･t 期における R&D 成果を利用するかどうか｜0 =  利用しない、
1 =  利用する)  が R&D プロジェクトのサイズ(RDsizeit)、 発明の経緯(INVit)、 特許スコープ(SCOPEit)、
早期審査の必要性(EARLit)、特許引用・被引用(CITit)、技術的な画期性(TVALit)  、科学的知識への依拠
(SLit)の関数であり、利用の意思決定に至った R&D 成果については、LRUit (i 分野･t 期における R&D
成果の出願から利用までのラグ)  が R&D プロジェクトのサイズ(RDsizeit)、R&D プロジェクトの性格
(RDcharit)、発明の経緯(INVit)、技術的な画期性(TVALit)、企業の規模(FIRMit)  、競争状態(COMit)  、
補完的資産(ASSETit)  の関数であると仮定する。 
 
USEit  ＝ g  (RDsizeit, INVit, SCOPEit, EARLit, CITit, TVALit) 
 
LRU*it  ＝ h  (RDsizeit, RDcharit, INVit, VALit, FIRMit, COMit, ASSETit) 
 
LRU*it   if  USEit = 1 
 LRUit  =   
0    if  USEit = 0 
 
 





  本分析に用いたデータは、経済産業研究所が 2007 年に実施した発明者サーベイ（RIETI サーベイ）
の個票データを基本としている。RIETI サーベイは日本に居住する発明者を対象として、その発明者が
かかわったある特許を特定し、その発明とそれをもたらした研究開発プロジェクト、商業化の経緯など
について回答を求めたものである。全体で 5300 件に近い回答が得られている。RIETI サーベイのサン
プル抽出方法や結果の概要については、長岡・塚田, 2007 を参照のこと。本分析では、全サンプル中か
ら出願日もしくは優先権主張日が 2005 年以降のもの 5,250 件のみを対象とした。 また RIETI サーベイ
の結果に加えて、特許データベースから得られる個別特許の統計的な変数を数種類用いて分析を行った。  
 










間（変数名：a_u_month）を発明者に 1 ヶ月単位で回答してもらっている。 
データから見る限り、出願された特許のうち実際に利用されるものは半分程度しかないようである





















①  研究開始から特許出願までのラグ 
研究開始から特許出願までの期間（r_a_month）の頻度分布を図 2 に示す。図 2 左はヒストグラムの
ビンの幅を 3 ヶ月とした場合であるが、明らかに４半期の周期性が認められる。図 2 右は 4 半期や半期
の周期性を除くためにビン幅を 12 か月とした場合のヒストグラムである。 分布形状としては、 左側 （小
さい値）に偏った、指数分布ないしは幾何分布に近い。このような分布を示す変数の代表値としては、
平均値より中央値のほうが適切であろう。表 1 を見ると、r_a_month の中央値は 18 ヶ月であり、75 パ
ーセンタイルが 24 ヶ月となっている。すなわち、このサンプルにおける代表的な特許は研究開始後 18
ヶ月で出願され、24 ヶ月以内に 77%の特許が出願されるということである。また出願までに 60 ヶ月以
上かかっている特許は 3.5%程度しかない（参考表１参照） 。 
 
【図 2  研究開始から特許出願までの期間の分布（左：ビン幅 3 ヶ月、右：ビン幅 12 ヶ月） 】 
 
②  特許出願から利用開始まで 
先にも述べたように、 “利用開始”の回答が得られているのは 2,398 件の特許のみであり、全体の半
分程度である。これらについて、特許出願から利用開始までの期間（a_u_month）の頻度分布を図 3 に
示す。図 2 と同様に左図はビンの幅を 3 ヶ月とした場合、右図はビン幅を 12 か月とした場合のヒスト
グラムである。この変数の分布形状としては、幾何分布よりも対数正規分布に近い。RIETI サーベイは
1995 年～2001 年に出願された特許を対象として、2007 年前半に実施されたものであるから、サーベ
イ実施までの出願後の経過時間は最短で 60 ヶ月、最長で 144 ヶ月である。すなわち、本変数は正確に
言うと 60 ヶ月を超える期間のデータが一部切断（truncated）されている（図 4） 。サーベイ実施時点
では未だ利用が開始されておらず、サーベイ後に出願から 60 ヶ月以上経過して利用が開始される特許
も多少はあるものと考えられるが、図 3 の分布形状が大きく変化するとは考えにくいであろう。 
 
【図 3  特許出願から利用開始までの期間の分布（左：ビン幅 3 ヶ月、右：ビン幅 12 ヶ月） 】 
 
【図 4  出願年別の特許出願から利用までの期間の分布】 
 
本変数の分布形状は、研究開始から特許出願までと同様に左に偏った分布であり、代表値としては中央
値の 12 ヶ月を採用することが適当である。また 75 パーセンタイルは 24 ヶ月である。すなわち、この
サンプルで利用に至る代表的な特許は出願後 12 ヶ月で利用が開始され、 24 ヶ月以内に 75%の利用が開
始される。 
 表 1 には参考のために、研究開始から利用開始まで（r_a_month と a_u_month の合計）の記述統計
も示した。研究開始後 5 年～12 年で利用が開始される特許を通しで見た場合、このサンプル中の代表10 
 
的な特許は研究開始から 33 ヶ月で利用が開始され、50 ヶ月以内には 75%の特許が利用される、という
ことである。 
 







                           （特許出願をアウトプットとする場合：図 5）  
もしくは、 





【図 5  研究開発投資の支出期間と特許出願集計期間の関係】 
 
 
(2)  研究開発のラグに影響を与える因子に関する変数 
 





はもともと 8 カテゴリーの選択肢が設定されていたが、 本分析では 49 人･月以上の 3 カテゴリーを
統合してトップコーディングし、6 カテゴリーとした。有効回答は 5,114 件であった。さらに、各
カテゴリーに関して区間の中間値（それぞれ 2, 5, 9, 18, 36, 72  人･月）を代表値とみなし、先に説
明した r_a_month で除すことにより、研究開発プロジェクトの推定参加人数（変数名：ra_man）
を求めた。図 6 右図はその推定参加人数の分布である。1～2 名の少人数で実施される研究プロジ
ェクトが圧倒的に多いことがわかる。 
 
【図 6  研究開始から特許出願までに投入された人･月と推定投入人数の分布】 
 
num_inv（発明者の数） ：  本変数は、当該特許に記載された発明者の数である。値は 1 以上の正の
整数であり、データは特許データベースから取得した（Goto and Motohashi, 2007） 。 
1 1 1 ( − − + ) − = t t t R K K δ
2 1 1 21 . 0 38 . 0 21 . 0 1 ( − − − ⋅ + ⋅ + ⋅ + ) − = t t t t t R R R K K δ
3 2 1 1 17 . 0 22 . 0 22 . 0 1 ( − − − − ⋅ + ⋅ + ⋅ + ) − = t t t t t R R R K K δ11 
 
num_relpat（関連特許の数） ：  本変数は、当該研究開発プロジェクトから得られた全特許の数に関
する、6 カテゴリーの順序変数である。データはサーベイの個票に由来する。 
d_co_app（共同出願人の有無） ：  本変数は、当該特許に共同出願人がいるかどうかを示すダミー変
数である。データは特許データベースから取得した。 
②  研究プロジェクトの性格に関する変数 








③  発明の経緯に関する変数 
d_main_prdc（研究プロジェクトの主目標） 、  d_sub_prdc（予想可能な副産物） 、  d_no_rand（研
究によらない発明） ：  これらの変数は、サーベイにおいて当該発明が生まれた経緯を尋ねた設問
への回答に基づくものである。元の選択肢のうち“発明のアイデアは通常業務から”と“研究開
発費をかけずに直接特許化”を研究によらない発明としてまとめた。 
d_prev_inv（先行発明への依拠） ：  本変数は、サーベイにおいて当該特許が“先行特許を相当程度
に基礎として生み出された”かどうかを尋ねた設問の回答に基づくものである。 
④  発明の性格に関する変数 
d_product_only（発明内容：モノの発明） 、  d_process_only（発明内容：方法の発明） ：  これら
の変数は、サーベイにおいて当該発明が、モノの発明か、方法の発明か、それら両方かを尋ねた
設問の回答に基づくものである。これらの選択肢は排他的に設定されている。 
⑤  技術的な画期性に関する変数 




paper_3（論文発表） ：  本変数は、サーベイにおいて当該特許の元になった“研究開発の成果を科学
技術論文としても公表したかどうか”を尋ねた設問の回答に基づくものである。本来は yes/no の
日変数であるが、論文として公表される特許はかなり少ないので、他の設問の回答を組み合わせ
て no のカテゴリーの中でも“発明の技術水準が高くなかった”ものを別カテゴリーとし、3 カテ
ゴリーの順序変数とした。 
⑥  企業変数 
firm_size（企業規模） ：  本変数は、サーベイにおいて発明当時に所属していた企業の規模を尋ねた
設問への回答に基づく、4 カテゴリーの順序変数である。 
⑦  技術分野固定効果 12 
 
d_chem（米国分類：化学分野） 、  d_comp  （米国分類：情報通信分野） 、  d_drug（米国分類：
医薬・医療分野） 、  d_elec  （米国分類：電気・電子分野） 、  d_mech  （米国分類：機械分野） ： 
これらの変数は、当該特許に付与された技術分類（米国分類に基づく）に基づく、排他的なダミ
ー変数である。基準分野は“その他分野（ソフトウェア技術を含む） ”とした。 
⑧  年度固定効果 
d_1996（1996 年出願・優先権主張）など：  これらの変数は、当該特許の出願年もしくは優先権主
張年の早いほうを示す、排他的なダミー変数である。基準年は 1995 年とした。 
 







①  特許のスコープに関する変数 
num_ipc（IPC サブクラス数） ：  本変数は、当該特許に付与された IPC 技術分類のサブクラス（4
桁）レベルの数を示す変数である。発明が依拠するあるいは応用可能な技術分野のスコープを示
すと解釈できる。データは特許データベースから取得した。 
famsize（ファミリーサイズ） ：  本変数は、当該特許が属するパテントファミリーの大きさ（外国
出願の国の数）を示す変数である。三極出願はファミリーサイズが 3 で日欧米で出願・登録され
たものだけを指すが、本変数では自国に加えて特定の外国 1 国のみの出願や、4 カ国以上への出
願なども識別される。データは特許データベースから取得した（PATSTAT, 2010） 。 
ln_claim（請求項の数） ：  本変数は、当該特許の出願時の請求項の数を示す変数である。データは
特許データベースから取得した。 
②  特許の早期審査の必要性に関する変数 
d_earl_ex（早期審査請求の有無） ：  本変数は、当該特許が出願された後 1 年以内（出願と同時を含
む）に審査請求が行われたかどうかを示すダミー変数である。データは特許データベースから取
得した。 
③  特許の引用・被引用に関する変数 
inv_fc5_or（発明者 5 年前方引用） ：  本変数は、当該特許が出願されてから 5 年以内に、後発特許
の発明者によって引用された回数を示す変数である。データは特許データベースから取得した
（Suzuki, et.al., 2008） 。 
exm_fc5_or（審査官 5 年前方引用） ：  本変数は、当該特許が出願されてから 5 年以内に、審査官に
よって引用された回数を示す変数である。データは特許データベースから取得した。 
inv_bc（発明者後方引用数） ：  本変数は、当該特許中に引用されている先行特許文献の数を示す変
数である。データは特許データベースから取得した。 
④  科学的知識への依拠に関する変数 13 
 
num_sl（サイエンスリンケージ数） ：  本変数は、当該特許中に引用されている先行科学技術文献の
数を示す変数である。データは特許データベースから取得した。 
⑤  技術分野の競争状態に関する変数 
itc_total（技術分類サイズ） ：  本変数は、当該特許が属する技術分類中分類（33 技術分野）への、
日本国内における一年間の総出願数を示す変数である。 データは特許データベースから取得した。  
itc_conc（技術分類集中度） ：  本変数は、当該特許が属する技術分類中分類（33 技術分野）に日本
国内で出願された特許のうち、上位 3 位までの出願人による出願の比率（上位 3 社集中度）を示
す変数である。データは特許データベースから取得した。 
⑥  技術の商業化にとって重要な企業戦略に関する変数 
asset_tech（戦略：技術開発先行） 、  asset_lead（戦略：市場投入先行） 、  asset_manu（戦略：
製造能力） 、   asset_sales （戦略：販売能力） 、   asset_enfor （戦略：特許権ｴﾝﾌｫｰｽ） 、   asset_know
（戦略：企業秘密） 、  asset_cmplx（戦略：複雑性） 、  asset_coop（戦略：外部企業協力） ：  こ
れらの変数は、サーベイにおいて“当該発明の商業的成功のための企業戦略”として、それぞれ
がどの程度重要であると考えるかを尋ねた設問の回答に基づくものである。回答はそれぞれの戦
略の重要度を独立に 5 段階で聞いており、順位付け等は行っていない。 
 





(1)  研究開発から特許出願までの期間 
 




数”と置き換えると理論的にも矛盾無く理解することができる。表 2 に推計結果を示す。 
 
【表 2  研究開発の開始から特許出願までの期間に関する GLM 推計結果】 
 
研究プロジェクトの規模は num_inv や num_relpat の係数がプラスで有意となっており、やはり大
規模な研究開発プロジェクトでは、研究開始から特許出願までの時間が長くなることを示しているもの



















































するプロビット推定である。説明変数には第 2 段階で使用する説明変数を考慮し、第 2 段階のラグ関数
に大きな影響を与えない、発明の経緯や特許の技術的価値に関する指標を中心に使用した。そして、そ
れにより推定したパラメータおよび逆ミルズ比を用いて、第 2 段階の OLS 推定を行った。第 2 段階の
被説明変数は、対数変換した出願から利用までのラグ（log_au_month）である。表 4 に、ヘックマン
の 2 段階推定の結果と、比較のために通常の OLS の結果を示す。 
 
【表 4  特許出願から利用開始までの期間に関する推計結果】 
 






















































































も考えられる。 しかし、 変数 a_u_month の項で述べたように、 利用開始までの期間はデータの制約上、
部分的に切断されている。すなわち、2001 年出願の特許では 60 ヶ月以上の部分が、2000 年出願の特
許では 72 ヶ月以上の部分が、1999 年出願の特許では 84 ヶ月以上の部分が、1998 年出願の特許では
96 ヶ月以上の部分が本データでは測定されておらず、係数に下方バイアスを与えている可能性がある。
それではデータ切断の影響が実際に係数に現れているのだろうか？出願年による a_u_month の分布の
違いは、図 4 に示したように、主に出願後間もない 12 ヶ月～24 ヶ月の部分の分布に現れているようで
ある。 また年度固定効果の係数の絶対値を見ると、 年度とともにスムースに増大するというよりも 1998
年以降が不連続に増大している2。これらを考慮すると、年度による違いは徐々に進行する「研究開発の
加速」や切断によるバイアスというよりも、何らかの制度変更による構造変化を疑わせる結果となって







                                                  
2  データ切断の影響を除外するため、特許出願から利用開始まで（a_u_month）が 60 ヶ月を超えるケース（2,148 のう
ち 67 ケースが相当）を全て除いた推計も行った。その結果、それぞれの年度固定効果の係数の有意性は低下したものの


























究開始から出願までの期間が約 12%（2 ヶ月）長く、医薬品分野では約 24%（4 ヶ月）長い。また出願
から利用開始までの期間も、化学分野では約 26%（3 ヶ月）長く、医薬品分野では約 20%（2 ヶ月）長
い。これらの分野では一般的に研究開発に長期間が必要であると認識されている。確かに、本分析結果
はそのような認識と合致するが、12%から 26%という違いは、見方によってはそれほど大きくないとも
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図 1  本分析が採用する研究開発と特許出願および商業利用の時系列モデル 
 
 
















































図 5  研究開発投資の支出期間と特許出願集計期間の関係 









































表 1  研究開始化から利用開始までの期間に関する 3 変数の記述統計 
 






サンプル数  5051  2398  2357 
平均値  22.49  19.32  41.63 
中央値  18  12  33 
最頻値  12  12  24 
標準偏差  25.056  21.447  37.011 
最少  1  1  2 
最大  480  288  642 
パーセンタイル       
5%  3  2  9 
10％  6  3  12 
25％  12  6  18 
50％  18  12  33 
75％  24  24  50 
90％  42  42  80.2 
95％  60  60  102 
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表 2  研究開発の開始から特許出願までの期間に関する GLM 推計結果 
 
GLM estimates
Probability Distribution Negative binomial (1)
Link Function Log
= 4,630
Likelihood Ratio Chi-Square = 508.56




ra_man -0.111 0.009 ***
num_inv 0.036 0.010 ***
num_relpat 0.149 0.015 ***








d_no_rand -0.330 0.057 ***
d_prev_inv 0.090 0.031 ***
発明の性格
d_product_only -0.075 0.040 *
d_process_only -0.043 0.042
技術的な画期性
d_tri 0.078 0.037 **
d_std_vip 0.025 0.121
paper_3=1 0.060 0.072
paper_3=2 0.298 0.081 ***
企業変数（企業規模）
firm_size=2 -0.243 0.101 **
firm_size=3 -0.124 0.092
firm_size=4 -0.259 0.069 ***
技術分野固定効果
d_chem 0.124 0.048 **
d_comp -0.051 0.052










定数項 2.791 0.120 ***






表 3  研究プロジェクトの規模に関する説明変数の相関マトリクス 
 
  ra_man num_inv num_relpat
ra_man 1
num_inv 0.082 1




表 4  特許出願から利用開始までの期間に関する推計結果 
Heckman selection model -- two-step estimates OLS estimates
    (regression model with sample selection)
= 4,727 = 2,148
= 2,599 = 12.09
= 2,128 = 0
= 452.8 = 0.175
=0 = 0 . 1 6 0
被説明変数 d_au_month (PROBIT) log_au_month log_au_month
説明変数 係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差
研究プロジェクトの規模
log_ra_month -0.049 0.023 ** 0.254 0.026 *** 0.254 0.026 ***
num_relpat 0.117 0.020 *** 0.111 0.020 ***
d_co_app -0.095 0.056 * -0.091 0.056
研究プロジェクトの性格
d_basic -0.109 0.050 ** -0.107 0.050 **
d_applied 0.011 0.041 0.015 0.042
d_poj_tech 0.260 0.115 ** 0.263 0.116 **
発明の経緯
d_main_prdc 0.014 0.055 -0.024 0.056 -0.027 0.057
d_sub_prdc -0.210 0.061 *** -0.046 0.068 -0.038 0.065
d_no_rand -0.334 0.070 *** -0.074 0.083 -0.058 0.077
d_prev_inv -0.072 0.038 * 0.061 0.042 0.074 0.041 *
発明の性格
d_product_only 0.010 0.053 0.011 0.053
d_process_only -0.064 0.056 -0.064 0.056
特許スコープ
num_ipc -0.046 0.007 ***
ln_claim -0.063 0.025 **




inv_fc5_or 0.094 0.026 ***
exm_fc5_or 0.065 0.033 **
inv_bc -0.002 0.006
技術的な画期性
d_tri 0.184 0.060 *** 0.144 0.063 ** 0.102 0.052 **
d_std_vip 0.054 0.152 0.283 0.162 * 0.230 0.156
paper_3 0.365 0.046 *** 0.266 0.062 *** 0.232 0.056 ***
科学的知識への依拠
num_sl -0.316 0.041 ***
技術分野の競争状態
itc_total 0.000 0.000 0.000 0.000
itc_conc -0.002 0.430 0.036 0.432
補完的な資産
asset_tech 0.129 0.030 *** 0.131 0.030 ***
asset_lead -0.109 0.031 *** -0.114 0.031 ***
asset_manu 0.070 0.030 ** 0.072 0.030 **
asset_sales -0.034 0.027 -0.037 0.027
asset_enfor -0.007 0.029 -0.007 0.029
asset_know -0.018 0.027 -0.018 0.027
asset_cmplx 0.003 0.027 0.000 0.027
asset_coop 0.043 0.024 * 0.042 0.024 *
企業変数（企業規模）
firm_size -0.054 0.025 ** -0.056 0.025 **
技術分野固定効果
d_chem -0.113 0.062 * 0.260 0.069 *** 0.292 0.066 ***
d_comp -0.109 0.064 * 0.025 0.075 0.033 0.074
d_drug -0.395 0.092 *** 0.201 0.113 * 0.262 0.102 **
d_elec -0.131 0.060 ** 0.056 0.072 0.078 0.071
d_mech -0.044 0.058 -0.035 0.060 -0.024 0.060
年度固定効果
d_1996 0.005 0.075 0.002 0.080 -0.002 0.080
d_1997 0.050 0.073 -0.052 0.076 -0.052 0.076
d_1998 0.035 0.076 -0.302 0.080 *** -0.290 0.080 ***
d_1999 0.047 0.076 -0.163 0.078 ** -0.175 0.079 **
d_2000 0.040 0.075 -0.203 0.078 *** -0.203 0.078 ***
d_2001 0.050 0.090 -0.167 0.093 * -0.161 0.093 *
定数項 -0.291 0.111 *** 0.970 0.252 *** 1.183 0.213 ***
逆ミルズ比 0.156 0.140














表 5  論文発表とサイエンス・リンケージの関係 
 
    論文発表   
   な し   あ り   計  
SL  なし  3,842  673 4,515
あり  387  241 628
  計  4,229  914 5,143
 










月数 度数 累積％ 度数 累積％
1 8 81 . 7 00 . 0
2 4 12 . 6 30 . 1
3 183 6.2 4 0.3
4 44 7.0 11 0.8
5 3 17 . 7 71 . 1
6 593 19.4 28 2.2
7 10 19.6 20 3.1
8 53 20.6 11 3.6
9 27 21.2 62 6.2
10 36 21.9 17 6.9
11 7 22.0 14 7.5
12 1201 45.8 97 11.6
13 25 46.3 28 12.8
14 78 47.9 13 13.4
15 64 49.1 79 16.7
16 8 49.3 25 17.8
17 16 49.6 10 18.2
18 462 58.7 174 25.6
19 7 58.9 10 26.0
20 12 59.1 23 27.0
21 9 59.3 34 28.4
22 9 59.5 6 28.7
23 5 59.6 8 29.0
24 853 76.5 241 39.2
25 15 76.8 14 39.8
26 13 77.0 9 40.2
27 19 77.4 32 41.6
28 8 77.5 7 41.9
29 11 77.8 6 42.1
30 130 80.3 154 48.7
31 2 80.4 8 49.0
32 8 80.5 16 49.7
33 6 80.7 10 50.1
34 7 80.8 8 50.4
35 2 80.8 6 50.7
36 418 89.1 229 60.4
37 7 89.2 19 61.2
38 12 89.5 9 61.6
39 5 89.6 20 62.5
40 1 89.6 6 62.7
41 1 89.6 5 62.9
42 59 90.8 95 66.9
43 1 90.8 5 67.2
44 1 90.8 1 67.2
45 2 90.9 4 67.4
46 5 91.0 6 67.6
47 0 91.0 4 67.8
48 91 92.8 158 74.5
49 2 92.8 5 74.7
50 4 92.9 8 75.1
51 7 93.0 8 75.4
52 3 93.1 6 75.6
53 2 93.1 3 75.8
54 9 93.3 43 77.6
55 0 93.3 3 77.7
56 1 93.3 3 77.9
57 1 93.3 4 78.0
58 1 93.4 4 78.2
59 0 93.4 1 78.2
60 156 96.5 95 82.3  32 
 
参考表 2  分析に用いた変数の定義 
 
  変数名  内容  変数の種類  単位・カテゴリー  ソース 
 
ラグに関する変数（被説明変数） 
  r_a_month 
研究開始から特許出願ま
で   
スケール変数 
単位は month 




  a_u_month 
特許出願から利用開始ま
で   
スケール変数 
単位は month 








二値変数  基準は”無回答”  ｻｰﾍﾞｲ Q6.4 









































  d_co_app  共同出願人の有無  二値変数  基準は”単独出願”  特許ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ 
研究プロジェクトの性格 
 
d_basic  研究の範囲：基礎研究 
二値変数    非排他的ダミー変数  ｻｰﾍﾞｲ Q4.2 
  d_applied  研究の範囲：応用研究 
 

















  d_sub_prdc  予想可能な副産物 
  d_no_rand  研究によらない発明 
  d_prev_inv  先行発明への依拠  二値変数  基準は”依拠しない”  ｻｰﾍﾞｲ Q4.7 
発明の性格 
  d_product_only  発明内容：モノの発明 
二値変数   
排他的ダミー変数 
ｻｰﾍﾞｲ Q4.6    d_process_only  発明内容：方法の発明  基準は”モノと方法の両方”
技術的な画期性 
 


















































  d_mech  米国分類：機械分野 
年度固定効果 









  d_1997  1997 年出願・優先権主張 
  d_1998  1998 年出願・優先権主張 
  d_1999  1999 年出願・優先権主張 
  d_2000  2000 年出願・優先権主張 






































































  asset_lead  戦略：市場投入先行 
  asset_manu  戦略：製造能力 
  asset_sales  戦略：販売能力 
  asset_enfor  戦略：特許権ｴﾝﾌｫｰｽ 
  asset_know  戦略：企業秘密 
  asset_cmplx  戦略：複雑性 




参考表 3  説明変数の記述統計 
 
変数 度数 最小値 最大値 平均値 中央値 最頻値 標準偏差 歪度 尖度
  有効回答 欠損値
ra_man_month6 5,114 136 1.00 6.00 3.21 3.00 1.00 1.695 0.17 -1.21
ra_man 4,981 269 0.00 49.00 0.99 0.54 0.33 2.111 12.63 240.52
num_inv 5,250 0 1.00 21.00 2.60 2.00 1.00 1.721 1.77 6.18
num_relpat 5,117 133 1.00 6.00 2.31 2.00 2.00 1.087 1.06 1.05
d_co_app 5,250 0 0.00 1.00 0.15 0.00 0.00 0.358 1.95 1.80
d_basic 5,221 29 0.00 1.00 0.21 0.00 0.00 0.408 1.41 0.00
d_applied 5,221 29 0.00 1.00 0.37 0.00 0.00 0.484 0.52 -1.73
d_poj_tech 5,250 0 0.00 1.00 0.09 0.00 0.00 0.292 2.78 5.74
d_main_prdc 5,250 0 0.00 1.00 0.45 0.00 0.00 0.498 0.20 -1.96
d_sub_prdc 5,250 0 0.00 1.00 0.23 0.00 0.00 0.423 1.26 -0.42
d_no_rand 5,250 0 0.00 1.00 0.14 0.00 0.00 0.35 2.05 2.19
d_prev_inv 5,250 0 0.00 1.00 0.49 0.00 0.00 0.5 0.03 -2.00
d_product_only 5,250 0 0.00 1.00 0.44 0.00 0.00 0.496 0.25 -1.94
d_process_only 5,250 0 0.00 1.00 0.34 0.00 0.00 0.473 0.69 -1.53
d_tri 5,250 0 0.00 1.00 0.70 1.00 1.00 0.46 -0.86 -1.27
d_std_vip 5,250 0 0.00 1.00 0.02 0.00 0.00 0.131 7.40 52.76
paper_3 5,143 107 0.00 2.00 1.13 1.00 1.00 0.457 0.49 1.14
firm_size 4,948 302 1.00 4.00 3.70 4.00 4.00 0.784 -2.63 5.63
d_chem 5,250 0 0.00 1.00 0.18 0.00 0.00 0.382 1.70 0.87
d_comp 5,250 0 0.00 1.00 0.14 0.00 0.00 0.347 2.08 2.31
d_drug 5,250 0 0.00 1.00 0.07 0.00 0.00 0.251 3.44 9.83
d_elec 5,250 0 0.00 1.00 0.17 0.00 0.00 0.38 1.71 0.94
d_mech 5,250 0 0.00 1.00 0.19 0.00 0.00 0.39 1.60 0.57
d_1996 5,250 0 0.00 1.00 0.15 0.00 0.00 0.359 1.94 1.76
d_1997 5,250 0 0.00 1.00 0.17 0.00 0.00 0.377 1.74 1.03
d_1998 5,250 0 0.00 1.00 0.15 0.00 0.00 0.354 1.99 1.97
d_1999 5,250 0 0.00 1.00 0.16 0.00 0.00 0.369 1.83 1.35
d_2000 5,250 0 0.00 1.00 0.17 0.00 0.00 0.376 1.75 1.07
d_2001 5,250 0 0.00 1.00 0.09 0.00 0.00 0.279 2.97 6.85
num_IPC 5,250 0 1.00 68.00 3.84 3.00 2.00 3.22 5.12 61.93
famsize 5,197 53 1.00 29.00 3.95 4.00 1.00 2.613 1.77 8.70
Ln_claim 5,250 0 0.00 5.17 1.68 1.79 1.10 0.843 -0.09 -0.01
d_earl_ex 5,250 0 0.00 1.00 0.13 0.00 0.00 0.333 2.24 3.02
inv_fc5_or 5,250 0 0.00 2.00 0.49 0.00 0.00 0.776 1.17 -0.33
exm_fc5_or 5,250 0 0.00 2.00 0.31 0.00 0.00 0.624 1.84 2.01
inv_bc 5,250 0 0.00 100.00 1.60 1.00 0.00 3.668 10.91 214.21
num_SL 5,250 0 0.00 2.00 0.19 0.00 0.00 0.544 2.71 5.83
itc_total 5,234 16 175 55142 23203 14419 54109 16979 0.63 -1.15
itc_conc 5,234 16 0.03 0.49 0.13 0.14 0.14 0.056 0.72 1.55
asset_tech 5,017 233 1.00 5.00 4.03 4.00 4.00 0.869 -1.14 1.83
asset_lead 5,003 247 1.00 5.00 3.95 4.00 4.00 0.868 -1.01 1.51
asset_manu 5,000 250 1.00 5.00 3.81 4.00 4.00 0.931 -0.88 0.89
asset_sales 4,985 265 1.00 5.00 3.58 4.00 4.00 0.966 -0.62 0.30
asset_enfor 4,970 280 1.00 5.00 3.47 4.00 4.00 0.863 -0.59 0.48
asset_know 4,976 274 1.00 5.00 3.58 4.00 4.00 0.961 -0.62 0.26
asset_cmplx 4,951 299 1.00 5.00 3.00 3.00 3.00 0.918 -0.25 0.08
asset_coop 4,974 276 1.00 5.00 3.19 3.00 3.00 1.003 -0.39 -0.14  
 
 